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病院で⾏うリハビリテーション
医学的リハビリテーション

講義
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医学的リハプログラム

⽣活訓練プログラム

機能訓練プログラム

→ 発症・受傷からの時間経過
↑ 発症・受傷

⼤

⼩

訓
練
の
関
わ
り

急性期 回復期 ⽣活期
廃⽤症候群の予防

機能回復の促進
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〜専⾨職の主な役割〜

医師 (Dr) 医学的管理と、チーム全体のマネージメント等
看護師 (Ns) ⽇常⽣活のサポート、健康管理、ADL指導等

理学療法⼠ (PT) ⾝体機能の回復促進等
作業療法⼠ (OT) ADL・余暇・作業能⼒の回復促進等
⾔語聴覚⼠ (ST) コミュニケーション能⼒、嚥下能⼒の回復促進

等

公認⼼理師 ⼼理的サポート、⾼次脳機能評価等
義肢装具⼠ (PO) 義⾜、装具の採型、採⼨、作成等

管理栄養⼠ ⾷⽣活指導、栄養指導等
薬剤師 服薬内容の調整、指導等

ソーシャルワーカー
(MSW)

社会資源の活⽤、⼼理社会的問題への介⼊等

カンファランス︓情報共有・⽬標設定

包括的リハビリテーションのためのチームアプローチ
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⼼電図 呼吸 酸素飽和度

深部静脈⾎栓症
予防の弾性
ストッキング

点滴

静脈
ｶﾃｰﾃﾙ

⼼電図
コード

頭部包帯
気管チューブ

⼈⼯呼吸器

脳圧モニター

尿
ｶﾃｰﾃﾙ

急性期の ICUでの治療
（重症例）

リスク管理が⼤切
• 再発（脳卒中）
• てんかん発作
• 不整脈、⾎圧の変動
• 深部静脈⾎栓症など

急性期は
原因疾患の治療と併

⽤して、
リハビリテーション

を進める。
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廃⽤症候群
筋⼒低下
筋萎縮

⾻粗鬆症沈下性
肺炎

⼼臓機能
低下

認知機能
低下

便秘

褥瘡

関節拘縮

深部静脈
⾎栓症

急性期リハビリテーション

p 不動・廃⽤症候群を予防し、早期の⽇常⽣活動作（ADL）向上と社会復帰を図るために、⼗分な
リスク管理のもとに、できるだけ発症早期から積極的なリハビリテーションを⾏うことが強く勧
められる。その内容には、早期座位・⽴位、装具を⽤いた早期歩⾏訓練、摂⾷・嚥下訓練、セル
フケア訓練などが含まれる。

（脳卒中治療ガイドライン2015）

関節可動域訓練 早期座位 装具を⽤いた早期歩⾏訓練 摂⾷・嚥下訓練 5
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● 安静時脈拍 40/分以下または120/分以上

● 安静時収縮期⾎圧70mmHg以下または200mmHg以上

● 安静時拡張期⾎圧120以上

● 労作性狭⼼症

● ⼼筋梗塞直後で循環動態が不安定

● 著しい不整脈

● ⼼房細動があり、著しい徐脈または頻脈

● すでに動悸、息切れ、胸痛がある

● 安静時胸痛

● 座位でめまい、冷や汗、嘔気などがある

● 安静時体温が38度以上

● 安静時酸素飽和度90％以下

積極的に実施しない場合 途中で中⽌する場合
● 中等度以上の呼吸困難、めまい、嘔気、狭⼼痛、頭痛、

強い疲労感などが出現した場合
● 脈拍数 140/分をこえた場合
● 収縮期⾎圧 40mmHg以上または拡張期⾎圧20mmHg

以上、上昇した場合
● 頻呼吸（30回/分以上）、息切れが出現した場合

● 運動により不整脈が増加した場合
● 徐脈が出現した場合
● 意識状態の悪化

リハビリテーション（運動療法）中⽌基準
⽇本リハビリテーション医学会 2006
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回復期リハビリテーション
p 移動、セルフケア、嚥下、コミュニケーション、認知などの複数領域に障害が残存した例では、急性期
リハビリテーションに引き続き、より専⾨的かつ集中的に⾏う回復期リハビリテーションを実施するこ
とが勧められる。

p 合併症および依存疾患の医学的管理を⾏いながら、脳卒中で⽣じるさまざまな障害や問題に対して、薬
物療法、理学療法、作業療法、⾔語聴覚療法、⼿術療法などの適応を判断しながら、リハビリテーショ
ンを⾏うことが勧められる。

（脳卒中治療ガイドライン2015）

回復期機能 ＝ 急性期を経過した患者への在宅復帰に向けた医療やリハビリテーションを提供する機能。 
（厚⽣労働省）

8         9       10       11      12       13      14       15       16      17       18
⾝⽀度 昼⾷ ⼊浴 ⾝⽀度

病棟
整容訓練 OT
更⾐訓練 OT
⽴位訓練 PT

嚥下
訓練
ST

⼊浴訓練 OT
ADL 訓練

OT

訓練室
ADL訓練 OT
⾼次脳機能評価

OT ST
歩⾏訓練 PT
⾔語訓練 ST

回復期病棟の⼀⽇スケジュール例 1単位＝20分、最⼤9単位＝3時間のリハビリテーション
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⼊院料１ ⼊院料２ ⼊院料３ ⼊院料４ ⼊院料５ ⼊院料６
医師 専任１名以上

看護職員 13対１以上 15対１以上
リハ専⾨職（専従） PT≧３, OT≧２，ST≧１ PT≧2, OT≧1

社会福祉⼠ 専任１名以上 ー
管理栄養⼠ 専任１名 専任１名の配置が望ましい

休⽇ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ ○ ー
重症者割合 3割以上 2割以上 ー

重症者退院時評価
（0〜19点）

3割以上が
４点以上改善

3割以上が
3点以上改善 ー

⾃宅等退院率 7割以上 ー
実績指数 40以上 ー 35以上 ー ３０以上 ー

実績指数︓⼀⽇あたりのFIM得点の増加を表す指数

全体の約75%（令和2度）

病棟⼊院期間
脳⾎管障害、頭部外傷︓150⽇、⾼次脳機能障害を伴う重症例︓180⽇

回復期リハビリテーション病棟施設基準 令和2年度診療報酬改定
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平均病床数︓４６床
専従スタッフ

医師 1.23⼈
看護師 19.83⼈
理学療法⼠ 16.24⼈
作業療法⼠ 9.68⼈
⾔語聴覚⼠ 3.84⼈
社会福祉⼠ 1.83⼈

発症から⼊棟
までの期間

脳⾎管系
36.3⽇

脳⾎管系
⼊院期間︓81.3⽇

リハビリテーション:約140分/⽇
FIM利得︓23.9

退院先

⾃宅︓66.9％
⾃宅系施設︓12.4%
転院・転棟︓7.6％

回復期リハビリテーション病棟の現状
2020年度 調査報告書（回復期リハビリテーション病棟協会）
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急性期 回復期（〜６か⽉） ⽣活期（６か⽉〜）

A病院〜B病院 在宅・施設・C病院等

• 疾患の内科・外科治療
• リスク管理

• 脳神経外科
• 神経内科
• 内科等

安静から

拡⼤⽇常⽣活
訓練
料理
洗濯
買物
外出
電話

ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ
公共交通機関利⽤

⾦銭管理

就労準備訓練
地域の就労⽀援機関との連携

⾼次脳機能障害に対するリハビリテーション
（評価・要素的訓練・代償訓練）

在宅に向けての準備
介護保険利⽤

障害者総合⽀援法利⽤

急性期〜回復期〜⽣活期のリハビリテーションの流れ

医療と地域
（⾏政・福祉・保健施設）

との連携

離床へ

基本動作
訓練

寝返り
起上がり
座位
移乗
⽴位
歩⾏

ADL訓練
⾷事
整容
更⾐
排泄
⼊浴
歩⾏
移乗
階段昇降

← リスク管理が⼤切 →

関節可動域訓練

寝返り訓練

嚥下訓練

歩⾏訓練

上肢訓練

⾔語訓練

有酸素運動

料理練習
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●脳梗塞再発予防
⾮⼼源性脳梗塞の再発予防には、
抗凝固薬よりも抗⾎⼩板薬の投与を⾏うよう強く勧められる。

●脳出⾎再発予防
降圧療法が勧められる。

●てんかん発作
脳出⾎後の遅発性痙攣（発症2週以降）には、抗てんかん薬の投与を考慮する。

●くも膜下出⾎再発予防
脳動脈瘤の定期的チェック

●⼼臓疾患を含む全⾝管理
●運動療法・・・有酸素運動
●⾷事療法

累積再発率 1年 5年 10年
脳梗塞 10.0% 34.1% 49.7%
脳出⾎ 25.6% 34.9% 55.6%
くも膜下出⾎ 32.5% 55.0% 70.0%

久⼭町研究︓1961から32年間の410⼈の
脳卒中患者のﾌｫﾛｰｱｯﾌﾟ （原ら、2005年）

全⾝管理
⾼⾎圧
糖尿病

⾼脂⾎症
肥満

疾患に対する医学的管理 （脳卒中治療ガイドライン 2015）
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未来（⽬標設定）

脳卒中
頭部外傷、等

リハビリテーション治療
①環境調整 ②要素的訓練 ③代償訓練
④社会技能訓練 ⑤⾏動変容療法
⑥認知⾏動療法 ⑦薬物療法
⑧包括的リハビリテーション

医学的管理
⾼⾎圧、糖尿病てんかん発作、⽔頭症等

就労⽀援
評価・⽀援機関との連携

地域連携
地域の社会資源の利⽤

過去
(その⼈らしさ)

患者および家族へのメンタル⽀援（⼼理的サポート）

家族連携
24時間をともにする家族の理解

運転再開⽀援
評価および訓練

⽅向性を⼀緒に考え、提案

診断
医学的判断

⇒ 各種書類作成

①⾝体障害（⼀次障害）
②⾼次脳機能障害（⼀次障害）
③⼼理社会的問題（⼆次障害）

⾼次脳機能障害者に対する医学的リハビリテーション
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p 回復期リハビリテーション終了後の慢性期脳卒中患者に対して、筋
⼒、体⼒、歩⾏能⼒などを維持・向上させ、社会参加促進、QOLの
改善を図ることが強く勧められる。そのために、訪問リハビリテー
ションや外来リハビリテーション、地域リハビリテーションについ
ての適応を考慮するよう強く勧められる。

p 復職を希望する場合、就労能⼒を適切に評価し、その上で、職業リ
ハビリテーションの適応を考慮しても良い。

脳卒中治療ガイドライン 2015

医療福祉連携
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介護保険法
●在宅サービス
訪問介護、訪問⼊浴介護
訪問リハビリテーション、居宅療養管理指導
通所介護（ﾃﾞｲｻｰﾋﾞｽ）、
通所リハビリテーション（ﾃﾞｲｹｱ）
短期⼊所⽣活介護（ｼｮｰﾄｽﾃｲ）
短期⼊所療養介護

●施設サービス
特⽼、⽼健、療養型医療施設
居宅介護サービス、グループホーム 等

障害者総合⽀援法
●介護給付
居宅介護、重度訪問介護
⾏動援護、療養介護
重度障害者等包括⽀援
⽣活介護、同⾏援護
短期⼊所（ｼｮｰﾄｽﾃｲ）
施設⼊所⽀援
放課後等デイサービス

●訓練等給付
⾃⽴訓練（機能訓練・⽣活訓練）
就労移⾏⽀援
就労継続⽀援（A型、B型） 就労定着⽀援
共同⽣活援助（ｸﾞﾙｰﾌﾟﾎｰﾑ）
⾃⽴⽣活援助

●地域⽣活⽀援事業
相談⽀援、コミュニケーション⽀援、移動⽀援
地域活動⽀援センター、福祉ホーム

●都道府県単位で、⾼次脳機能障害及び
その関連障害に対する⽀援普及事業

介護保険特定疾病

・脳⾎管疾患
・初⽼期における認知症
・パーキンソン病 等

その他

・脳外傷
・脳腫瘍
・低酸素脳症
・中枢神経系感染症

40-65歳の脳⾎管障害者は
介護保険が優先。
しかし介護保険制度にない
サービスは総合⽀援法の
サービスが利⽤可能
（厚労省、平成19年3⽉）

18歳    40歳 65歳
医療から福祉へ

①障害者総合⽀援法 医師意⾒書
⓶精神障害者保健福祉⼿帳 ①介護保険 主治医意⾒書
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障害者総合⽀援法のサービス利⽤例（新宿区パンフレット抜粋）
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そのほかに・・・
• 税⾦（所得税、住⺠税、相続税、⾃動⾞税等）の減額・免除
• 都営交通乗⾞証（都電、都バス、都営地下鉄等）の発⾏
• 都営路線バスの運賃割引
• ⽣活保護の障害者加算
• 都営住居の⼊居、特別減税
• 都⽴施設の無料利⽤
• 携帯電話の割引利⽤
• NHK受信料の減免

主な３点
① 障害者雇⽤の適応
② 障害者職業能⼒開発校など
職業訓練施設の利⽤

③ 地域保健福祉施設の利⽤

記載できる医師とは
「⾼次脳機能障害の診断・治療に従事している医師で、精神科医のほか、
リハビリテーション科医、神経内科医、脳外科医等でも可能」

病気の回復のために、
積極的に

⽀援制度を受けて
欲しい

⾼次脳機能障害者にとっての
精神障害者保健福⼿帳のメリット
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⼭⽥太郎

単⾝⽣活を
想定した
能⼒を記載

診断書は
初診⽇から
6か⽉以上

経過後に記載

ICD（国際疾病分類）-10
F04:記憶障害主体
F06:注意障害、遂⾏機能障害主体
F07:社会的⾏動障害主体
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障害者総合⽀援法 医師意⾒書

脳外傷

⼀⼈暮らしのため、家事の援助が必要。
ＱＯＬの改善が期待できる。

⾼次脳機能障害
の詳細をチェックする

介護保険と異なり、⼀次判定の結果に、医師意⾒書の⼀部が反映される。
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平成15年３⽉1⽇ 脳梗塞を発症し、近医に⼊院。急性期治療お
よびリハビリテーションの後、歩⾏は可能となったが、右⽚⿇痺
が残存し、ADLは⼀部介助を要する。
現在、当院に定期的に通院し、抗⾎⼩板剤等の投薬を受けている。

脳⾎管疾患

✔

失語症

介護保険 主治医意⾒書

✔

✔✔

✔ ✔✔

⾼次脳機能障害として、計画的に⽇常⽣活をおくるることが難しい。
独居であるので、定期的に⽣活指導をお願いします。

✔

✔

✔✔ ✔
✔降圧剤内服 転倒に注意

運動の機会を増やす

✔

✔ ✔

中核症状の有無

周辺症状の有無

第2号被保険者は、
介護保険法に規定
された16の特定疾病

原因、経過、予後、今後の
治療をわかりやすく記載

✔
✔✔

必要なサービス内容と期
待できる効果を記載
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外出の機会を増やし、歩⾏訓練が必要

⽣活⾃⽴ 準寝たきり 寝たきり

注意・監視 随時介護 常時介護 専⾨医療✔
✔
✔

✔
✔

✔ ✔

失語症

20

20

急性期 回復期 在宅⽣活の再開・安定 就職・復職に向けた相談 就労準備 求職・復職のための活動 職場適応
職業⽣活⽀援

ハローワーク（17か所）

東京障害者職業センター（上野、⽴川）

障害者就業・⽣活⽀援センター（６カ所）

区市町村障害者就労⽀援センター（５１区市）

国⽴職業リハビリテーションセンター（所沢）

東京障害者職業能⼒開発校（⼩平）

就労移⾏⽀援事業所

就労継続⽀援 A, B事業所

⾃⽴訓練
（機能訓練）
⾃⽴訓練
（⽣活訓練）
地域活動⽀援
センター

通所リハ
（デイケア）
通所介護

（デイサービス）

障害者総合⽀援法

介護保険法

精神科デイケア

通院リハビリテーション 地域⽣活から就労にむけての流れ（東京都とその周辺）

障害者職業総合センター（幕張）
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急性期治療
（病床でのリハビリテーション）

急性期以後（回復期）
リハビリテーション

地域リハビリテーション
・デイケア・デイサービス
・訪問リハビリテーション
・職業リハビリテーション

脳損傷部の
縮⼩

障害の
回復

社会参加
の拡⼤

病院

双⽅向的
医療福祉連携地域

⽬標

リハビリテーションの各ステージと連携モデル
英国リハビリテーション協会 英国王⽴医学会 改変
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